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ま え が き 

 

本報告書は、ILO条約やヨーロッパ諸国の労働立法過程における三者構成原則のあり方

を確認することを目的として、厚生労働省の要請を受け、当機構が行った「政労使三者

構成の政策検討に係る制度・慣行に関する調査」の結果をとりまとめたものである。調

査対象はフランス、ドイツ、オランダ、イギリスの4カ国とILO、EUの2国際機関である。 

調査では、ILOにおいて三者構成主義がすべての場面に適用される根本原理であること

を確認した上で、各国の政（公）労使三者構成制度の有無について調べるとともに、三

者構成による協議機関の設置や労使からの意見聴取を義務づけているILO第26号条約（最

低賃金決定制度条約）、第88号条約（職業安定組織構成条約）、第144号条約（国際労働基

準の実現促進のための三者間協議条約）などを取り上げ、これら条約の批准状況、批准

国における「協議機関の設置」や「労使からの意見聴取」の実態を把握することに努め

た。 

この結果、具体的な実施方法は異なるものの、いずれの国においてもILO条約の規定に

したがって、何らかの形で協議機関の設置や、労使からの意見聴取を実施していること

が明らかになった。 

労働分野における立法システムのあり方について、数年来、わが国においてさまざま

な議論が行われている。こうした議論に対し、本報告書が参考となれば幸いである。 
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